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及び運営に関する基準を定める条例の制定について
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国が令和５年１２月２２日に閣議決定された「こども未来戦略」の加速化プランで

は、「０～２歳児の約６割を占める未就園児を含め、子育て家庭の多くが「孤立した

育児」の中で不安や悩みを抱えており、支援の強化を求める意見がある。全てのこど

もの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭

に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化する」と

方向性が示された。

これに伴い、子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４７

号）により、児童福祉法において「乳児等通園支援事業」が市町村による認可事業と

して位置づけられた。

令和８年４月からは子ども・子育て支援法に基づく新たな給付が創設され、全市町

村で当事業を実施することとなることから、本市においても実施施設の認可基準を定

めるため、大津市児童福祉法に基づく乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基

準を定める条例を制定する。

１ 経緯
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児童福祉法

「乳児等通園支援事業」

（令和７年４月１日施行）

子ども・子育て支援法

「乳児等のための支援給付」

（令和８年４月１日施行）

こどもの成長の観点から、「全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育

環境を整備する」ことを目的とした制度

・「保育の必要性のある家庭」への対応だけでなく、全てのこどもの育ちの保障を課題

として、国において、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単

位で柔軟に利用できる制度として創設

・令和８年度からは給付化。給付制度となることで一定の権利性が生じる

・全国どの自治体でも共通で実施される（全施設での実施までは求められない）

２ 制度の趣旨①
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⚫こどもの視点から

・家庭とは異なる経験や、地域に初めて出て行って家族以外の人と関わる機会が
得られる

・こどもに対する関わりや遊びなどについて専門的な理解を持つ人がいる場での

経験を通じて、ものや人への興味や関心が広がり、成長していくことができる
・年齢の近いこどもとの関わりにより、社会情緒的な発達を支えるなど成長発達

に資する豊かな経験をもたらす

⚫保護者の視点から
・専門的な知識や技術を持つ人と関わることにより、孤立感、不安感等の解消に

つながるとともに、月に一定時間でも、こどもと離れ時間を過ごすことで、育

児に関する負担感の軽減につながる
・こどもへの保育者の接し方を見ることにより、こどもの成長の過程と発達の現

状を客観的に捉えられるなど、保護者自身が親として成長することができる

・様々な情報や人とのつながりが広がり、保護者が子育てにおいて社会的資源
（子育て支援等）を活用することにもつながる

２ 制度の趣旨②
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全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルに関わらない形での

支援を強化するため創設

３ 制度の位置付け
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・実施施設
保育所、認定こども園、地域型保育事業所、幼稚園等

・利用対象
保育所等に通っていない０歳６か月から満３歳未満（３歳の誕生日の前々日まで）
のこども

・実施方法
一 般 型：在園児と合同又は専用室や独立施設で定員を別に設けて受け入れを

行う
余裕活用型：利用児童数が利用定員総数に満たない場合において、空き定員の枠

を活用して受け入れを行う

・利用可能時間
こども一人当たり月１０時間の枠内で時間単位で柔軟に利用可能

・就労要件
保護者の就労要件は問わない

４ 制度概要
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項 目 こども誰でも通園制度 一時預かり事業

定 義
給付制度

・こどもにとって一定の権利性が生じる
・全国どの自治体でも共通で実施される

地域子ども・子育て支援事業

・実施については、市町村が地域
の実情に応じて判断

視 点 こどもの成長のために「通う」 保護者のために「預かる」

目 的

・全てのこどもの育ちを応援し、こども

の良質な成育環境を整備する
・全ての子育て家庭に対して、多様な働

き方やライフスタイルにかかわらない

形での支援を強化する

就労、病気、保護者負担の軽減など、

一時的な保育ニーズへの対応

利用対象と
利用時間

０歳６か月から満３歳未満のこどもを対

象とし、こども一人当たり月１０時間を
上限として柔軟に利用可能

各施設による規定

５ 一時預かり事業との違い
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➤国基準のうち、主な従うべき基準と参酌すべき基準

従うべき基準 参酌すべき基準

・安全計画の策定等

・利用乳幼児を平等に取り扱う原則

・虐待等の禁止

・食事

・秘密保持等

・乳児等通園支援事業の区分

・一般型乳児等通園支援事業所の設備の

基準（調理設備）

・職員の基準

・乳児等通園支援の内容

・最低基準の目的

・最低基準の向上

・最低基準と乳児等通園支援事業者

・職員の一般的条件

・職員の知識及び技能の向上等

・衛生管理等

・苦情への対応

・一般型乳児等通園支援事業所の

設備の基準（調理設備以外）

・電磁的記録

※下線部についての詳細は11頁

６ 従うべき基準と参酌すべき基準
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「利用乳幼児が明るく、安全で衛生的な環境において、素養があり、かつ適切な訓練を
受けた職員が乳児等通園支援を提供することにより、心身ともに健やかに育成されるこ
とを保障する」とする最低基準の他、乳児等通園支援の内容、設備の基準、職員の基準
等の本市において乳児等通園支援事業を実施する際の設備及び運営に関する基準を定める

➤条例の内容

➤施行日

公布の日から

➤条例の名称

大津市児童福祉法に基づく乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

➤条例の趣旨

児童福祉法第34条の16第1項の規定に基づき、乳児等通園支援事業の実施施設の認可基準
を定めるため、条例を制定する

７ 制定する条例の概要
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従うべき基準及び参酌すべき基準のいずれも、異なる基準とすべき特段の事情及び

地域性が認められないことから、国の基準どおり定める

・設備の基準（第２１条）

面積要件

乳児室は、乳児または満２歳に満たない幼児 ：１.６５㎡／人

ほふく室は、乳児または満２歳に満たない幼児：３.３ ㎡／人

保育室は、満２歳以上の幼児 ：１.９８㎡／人 等

・職員（第２２条）

原則、専従職員を２人以上配置（半数以上は保育士）

０歳児 １：３

１・２歳児 １：６（一時預かり事業と同一）

➤本条例で定める主な基準

８ 条例で定める基準
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９ 条例の構成

第１条 趣旨 第１５条 食事

第２条 最低基準の目的 第１６条 乳児等通園支援事業所内部の規程

第３条 最低基準の向上 第１７条 乳児等通園支援事業所に備える帳簿

第４条 最低基準と乳児等通園支援事業者 第１８条 秘密保持等

第５条 乳児等通園支援事業者の一般原則 第１９条 苦情への対応

第６条 乳児等通園支援事業者と非常災害 第２０条 乳児等通園支援事業の区分

第７条 安全計画の策定等 第２１条 設備の基準

第８条 自動車を運行する場合の所在の確認 第２２条 職員

第９条 乳児等通園支援事業者の職員の一般的要件 第２３条 乳児等通園支援の内容

第１０条 乳児等通園支援事業者の職員の知識及び技
能の向上等

第２４条 保護者との連絡

第１１条 他の社会福祉施設等を併せて設置するとき
の設備及び職員の基準

第２５条 設備及び職員の基準

第１２条 利用乳幼児を平等に取り扱う原則 第２６条 準用

第１３条 虐待等の禁止 第２７条 電磁的記録

第１４条 衛生管理等 第２８条 委任
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Ｒ７. １２月

➤民間事業所の認可手続

Ｒ８.１月～ Ｒ８.３月 Ｒ８.３月 Ｒ８.４月Ｒ７.１１月
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１０ 今後のスケジュール
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